
丸 協 産 業 株 式 会 社

環　境　経　営　レ　ポ　ー　ト

2023年度

（対象期間）　2022年10月1日～2023年9月30日

   2023年11月15日　発行



1

2

3

　　　　対象範囲・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・6

　　　　組織図・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・7

　　　　事業許可内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・8

　　　　事業登録内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・11

　　　　2023年度の環境経営目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12

　　　　2023年度の環境経営における環境経営目標以外の監視項目・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12

　　　　2023年度の環境経営目標の達成状況及び評価・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13

　　　　3年間の環境経営目標の実績の推移・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14

　　　　2023年度の監視項目の実績と評価・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15

　　　　その他の社会活動・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16

　　　　違反・訴訟・その他の外部の要望の記録・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16

　　　　2023年度の実績に基づく見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・17

　　　　2024年度の環境経営目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・19

　　　　2024年度の環境経営における環境経営目標以外の監視項目・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・19

　　　　（参考）2024年度の環境経営目標値の設定根拠及び達成手段・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・20

　　　　代表者による全体の評価と見直し・指示記録・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・21

　　　　丸協産業株式会社環境経営方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　事業所の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　丸協産業株式会社としてのSDGs（持続可能な開発目標）への取組み・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

目　次



②脱地球温暖化社会のための省エネルギーの実行及びＣＯ２排出量の削減

丸　協　産　業　株　式　会　社
環　　境　　経　　営　　方　　針

　当社は、当社の土木・建設工事・産業廃棄物収集運搬業等の運送業
及び汚染土壌処理業の事業活動の中で、SDGｓ（持続可能な開発目標）
が経営の重大課題であることを認識し、事業活動において持続可能な
生産消費形態を確保すること、気候変動とその影響を軽減するための
対策を講じることを目指します。当社は、この取組みを進めるために環
境経営システムを構築・運用して全社一丸となり自主的・積極的な活動
を行います。

                                                制定　2006年1月11日
                                                改訂　2022年1月12日

　　事業の展開を目指します。

                                        丸協産業株式会社

代表取締役　社長　田中伸一

【環境経営への行動指針】

１．環境関係法規制や当社が締結した契約事項を順守します。

２．環境目標を定め、定期的に見直しを行うと共に継続的改善に努めます。

３．具体的な取り組みとして次のことを推進目標とします。

４．当社の全従業員にこの方針を周知・徹底し、環境経営により社会に貢献する

①環境に配慮した建設工事の促進

③循環型社会のための省資源・廃棄物の３Ｒの推進と上水使用量の削減

④排気ガスの低減（ＣＯ2･ＮOx・ＰＭ）低公害車の使用

⑤環境負荷の低減に資する物品の使用
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□丸協産業株式会社としてのSDGs（持続可能な開発目標）への取組み
　　　丸協産業株式会社は、環境経営方針として示した内容の他にもSDGｓへの取組みを行っています。

現在の取組み

SDGｓNo． 項目
当社対象

有無
取組み内容

1 貧困をなくそう 有 子ども食堂への援助

2 飢餓をゼロに -

3 全ての人に健康と福祉を 有 検診・健康管理の推進

4 質の高い教育をみんなに 有 資格取得支援

5 ジェンダー平等を実現しよう 有 性差によらない能力に応じた登用

6 安全な水とトイレを世界中に 有 節水・雨水利用

排気ガスの低減

環境負荷の少ない設備への転換

節電の推進

8 働きがいも経済成長も 有 働きがいのある職場を目指す働き方改革

ICT施工（掘削工事）

環境関連事業の人材の育成・教育

10 人や国の不平等をなくそう 有 能力に応じた公平な人事管理

11 住み続けられるまちづくりを 有 CO2の削減

環境負荷の低減に資する物品の購入

ペーパーレス化の推進

適切なメンテナンスによる設備の長寿命化

廃棄物の３Rの推進

建設発生土の再利用の推進
CO2の削減

環境に配慮した工事の推進

14 海の豊かさを守ろう 有 環境に配慮した工事の推進

15 陸の豊かさも守ろう 有 建設発生土の再利用・採石山の修復

16 平和と公正をすべての人に 有 法令順守のための教育及びフォロー

17 パートナーシップで目標を達成しよう 有 環境経営を推進する組織との連携

7 エネルギーをみんなにそしてクリーンに 有

13 気候変動に具体的な対策を 有

9 産業と技術革新の基礎を作ろう 有

12 つくる責任使う責任 有
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　　（３）　法人設立年月日
　　　　　　・昭和44年10月3日

　　（4）　資本金
　　　　　　・2000万円

　　（５）　環境事務局（2023年度）
　　　　　　・責任者　　　環境部長　　 畑　  幾夫
　　　　　　・副責任者　 営業部長　　 尾崎　弘明

　　（６）　事業の内容〈認証・登録の対象範囲〉
　　　　　　　公共工事（道路工事・水道工事・護岸工事）、建築物の基礎工事、
　　　　　　　解体工事、駐車場の舗装、産業廃棄物の収集運搬業、一般運送業、
　　　　　　　汚染土壌処理業

１）丸協産業株式会社
・ 建設業 兵庫県知事　 許可（特－4）
・ 産業廃棄物収集運搬業 兵庫県

大阪府
奈良県
滋賀県
京都府
三重県
和歌山県
岡山県

・ 汚染土壌処理業 神戸市

　　（２）　所在地

□事業所の概要

　　（1）　事業者名及び代表者名（2023年度）
　　　　　　・丸協産業株式会社
　　　　　　・代表取締役　会長　尾﨑　保秀
　　　　　　・代表取締役　社長　田中　伸一

　　　　　　　　ＴＥＬ　06－6409－1628　　ＦＡＸ　同じ　

　　　　　　・（ｺｽﾓｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ㈱）　尼崎市大高洲町4番地
　　　　　　　　ＴＥＬ　06－6432－7772　　ＦＡＸ　06－6409－1628　

　　　　　　・（末広基地）　尼崎市末広町1丁目3-12

　　　　　　・（本社）　　　　尼崎市武庫町2丁目20番13号
　　　　　　　　ＴＥＬ　06－6431－1170　　ＦＡＸ　06－6431－1175
　　　　　　・（東灘基地）　神戸市東灘区深江浜町8番
　　　　　　　　ＴＥＬ　078－453－6068　　ＦＡＸ　同じ
　　　　　　・（尼崎基地）　尼崎市大高洲町4番地
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２）コスモエンタープライズ株式会社
　　・産業廃棄物収集運搬業 尼崎市

　（丸協産業㈱　16.1億円　コスモエンタープライズ㈱　1.1億円）

　　　元請け　　2件　　　下請け　　20件

　　　鉱さい　146,587ｔ　　　 汚泥　7,264ｔ       ガラスくず等　3,320ｔ　等
　　　（内積替保管に係る取扱量　146,630ｔ）　　　

　　　　　　・受託した汚染土壌の量　 　　 　　    　  27,196ｔ
　　　　　　・受託した残土の量　　　　　　         　　 69,761ｔ
　　　　　　・受託した汚染土壌の積替保管量　　　101,611ｔ
　　　　　　・受託した再生砕石の積替保管量　　　  76,842ｔ
　　　　　　・受託した有価物の積替保管量　　　　　 31,780ｔ
　　　　　　・従業員　　正社員14名
　　　　　　・本　　　社　　　　事務所　251.02㎡
　　　　　　・東灘基地　　　　事務所　158.5㎡・倉庫　4345.07㎡
　　　　　　　　　　　　　　　　　資材置場　800㎡
　　　　　　・尼崎基地及びｺｽﾓｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ㈱
　　　　　　　　　　　　　　　　　事務所10㎡　資材置場　4767.6㎡
　　　　　　・末広基地及びｺｽﾓｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ㈱

　　　　　　　　　　　　　　　　　事務所10㎡　資材置場　2976㎡

※２０２3年度の事業の概略は次頁の図のとおり

東灘基地 尼崎基地

　　　　　　・2023年度　　　2022年10月1日～2023年9月30日

　　（７）　事業の規模・施設
　　　　　　・売上額　　　　17.2億円（2022年10月1日～2023年9月30日）

　　　　　　・受託した工事件数　　　　　　　　　　　　　　22件

　　　　　　・受託した産業廃棄物の収集運搬量　　160,216ｔ

　　（８）　事業年度
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2023年度の事業の概略図
7,291ｔ ｾﾒﾝﾄ製造施設へ搬出

27,196ｔ

2,592ｔ 浄化等処理施設へ搬出
(生石灰138ｔ)

20,902ｔ 埋立施設へ搬出
(セメント系固化材170ｔ)

721t 処理施設へ搬出

 69,761ｔ 72,789ｔ 工事現場等へ搬出

(生石灰307ｔ) 1400t 処理施設へ搬出

　処理施設へ車両で運搬
146,630ｔ 15,715t

　　　　 　  (尼崎)　109,032ｔ 　 処理施設へ搬出（他社運搬）
160,216ｔ 　　　　　　 (末広)　 37,598ｔ

13,586ｔ 13,586t 産業廃棄物以外の流れ

28,139t 積替え
（東灘基地） 産業廃棄物の流れ

101,611t 6,415t 積替え
（尼崎基地）

67,057t 積替え
（末広基地）

7,814t 積替え
（東灘基地）

76,842t 54,178t 積替え
（尼崎基地）

14,850t 積替え
（末広基地）

6,560t 積替え 使用施設へ搬出
（東灘基地）

31,780ｔ

25,220t 積替え 使用施設へ搬出
（尼崎基地）

280ｔ
工事

（工事現場）

5,832t 531t 処理施設へ搬出
(再生砕石）

基地整備 70t 処理施設へ搬出
（東灘基地、尼崎基地）

産廃（がれき類等）

産業廃棄物運搬

セメント系固化材

処理施設へ運搬

処理施設へ搬出

堆積場等へ搬出

堆積場等へ搬出

工事成果物

産廃（がれき類等）

スラグ（有価物）

車両による運搬のみ

砕石

堆積場等へ搬出再生砕石（積替え）

処理施設へ搬出

処理施設へ搬出

汚染土壌（積替え）

生石灰 石（産廃として処分）

セメント原材料又は埋戻し用土砂

篩い
(尼崎基地）

(前期在庫：6,840ｔ、2023年9月末：2,345ｔ）

埋戻し用土砂

異物除去・含水率調整
（東灘基地）

(前期在庫：4,317ｔ、2023年9月末：7ｔ）

セメント原材料用土砂

残土 埋戻し用土砂

汚染土壌

産廃（がれき等）

セメント系固化材

生石灰

ｺｽﾓｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ㈱での積替え
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　　（８）運搬車両

用途 車種 台数 使用場所 処理能力 備考
収集運搬車 10トンダンプ 3 本社 軽油

4トンコンテナ車 1 〃 〃

営業車両 普通乗用車 7 〃 ガソリン

軽四バン 1 〃 〃

軽トラック 1 〃 〃

作業機械 0.7バックホー 2 東灘基地 軽油

タイヤショベル 2 〃 〃

0.7バックホー 2 尼崎基地 〃

タイヤショベル 2 〃 〃

0.7バックホー 1 末広基地 〃

タイヤショベル 2 〃 〃

篩い機 1 東灘基地 ５０ｔ／ｈ 電気

磁選機 4 〃 電気

篩い機 1 尼崎基地 軽油

ｺﾝｸﾘｰﾄ破砕機 1 ー 自走式

篩い機 2 ー 自走式

・ 営業車のハイブリット車は５台です。

□対象範囲（認証、登録範囲）

　　　　・組織　：　全組織
　　　　・活動　：　全活動

自走式コンクリート破砕機　   平成28年排出ガス規制適合重量車
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環境経営最高責任者
会長　尾﨑　保秀

環境経営責任者

・
・ 尼崎基地では、一般残土の分級・改質、積込を行っています。重機オペレーターの一部は、外注です。
・ 上記の組織図は、2023年度のものです。社長 田中伸一は9月30日に退任し、2024年度からは、小林

和彦が社長として環境経営責任者に就任しています。

主な役割・責任・権限
　環境方針の策定・見直し
　実施体制の構築と各自の役割、責任及び権限の決定と周知
　環境経営資源の準備
　環境経営目標・環境経営計画の承認
　全体の評価と見直し
　環境経営方針・環境経営目標の従業員への周知
　環境経営システムの構築・実施・管理
　環境経営レポートの確認
　環境負荷の自己チェック及び環境への取り組みの自己チェックの実施
　環境経営計画に基づく活動の実績集計
　環境関連の外部コミュニケーション窓口
　環境経営レポートの作成・公開
　自部門のおける環境経営システムの実施
　自部門の問題点の発見・是正・予防措置の実施
　環境経営方針にそった環境保全活動
　環境負荷低減等の環境経営目標達成のための行動

□組織図

部門責任者

環境管理責任者

常駐者なし

ｺｽﾓｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ㈱
東灘基地

環境経営責任者

末広基地
ｺｽﾓｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ㈱

社長　田中　伸一

営業部
2名

業務部
3名

環境管理責任者
畑　幾夫

工事部

全従業員

（内1名営業と兼任）

尼崎基地

5名1名1名

土木工事

東灘基地では、汚染土壌の分級・改質を行っています。重機オペレーターの一部は、外注です。
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□事業許可内容

許可事業者
許可自治体 兵庫県 大阪府 奈良県 滋賀県
許可番号 第02801014586号 第02700014586号 第02900014586号 第02501014586号
許可の年月日 平成31年2月13日 平成31年4月21日 平成29年2月3日 平成30年11月22日
許可の有効年月日 令和8年2月12日 令和8年4月20日 令和6年2月2日 令和7年11月21日

事業の範囲
収集運搬業（積替え

保管を含まない）
収集運搬業（積替え

保管を含まない）
収集運搬業（積替え

保管を含まない）
収集運搬業（積替え

保管を含まない）
取扱産業廃棄物 燃え殻 燃え殻 - -

汚泥(*) 汚泥 汚泥 汚泥
- 廃油 - -
- 廃酸 - -
- 廃アルカリ - -

廃プラスチック(*) 廃プラスチック(*) 廃プラスチック(*) 廃プラスチック(*)
紙くず 紙くず 紙くず 紙くず
木くず 木くず 木くず 木くず

繊維くず 繊維くず 繊維くず 繊維くず
- ゴムくず ゴムくず ゴムくず

金属くず 金属くず 金属くず 金属くず
ガラスくず、コンク
リートくず及び陶磁
器くず(*)

ガラスくず、コンク
リートくず及び陶磁
器くず(*)

ガラスくず、コンク
リートくず及び陶磁
器くず(*)

ガラスくず、コンク
リートくず及び陶磁
器くず(*)

鉱さい 鉱さい 鉱さい 鉱さい
がれき類(*) がれき類(*) がれき類(*) がれき類(*)
以上10種類 以上14種類 以上10種類 以上10種類

優良事業所認定 優良事業所認定 優良事業所認定 優良事業所認定 優良事業所認定

許可事業者 丸協産業㈱ 丸協産業㈱ 丸協産業㈱ 丸協産業㈱
許可自治体 京都府 三重県 和歌山県 岡山県
許可番号 第02601014586号 第02400014586号 第03000014586号 第03300014586号
許可の年月日 平成31年1月29日 平成29年9月27日 平成29年10月5日 平成31年2月14日
許可の有効年月日 令和8年1月28日 令和11年9月26日 令和11年10月4日 令和6年2月13日

事業の範囲
収集運搬業（積替え

保管を含まない）
収集運搬業（積替え

保管を含まない）
収集運搬業（積替え

保管を含まない）
収集運搬業（積替え

保管を含まない）
取扱産業廃棄物 - 燃え殻 燃え殻 燃え殻

汚泥 汚泥 汚泥 汚泥
- - - 廃油
- - - 廃酸
- - - 廃アルカリ

廃プラスチック(*) 廃プラスチック(*) 廃プラスチック(*) 廃プラスチック(*)
紙くず 紙くず 紙くず 紙くず
木くず 木くず 木くず 木くず

繊維くず 繊維くず 繊維くず 繊維くず
ゴムくず ゴムくず ゴムくず ゴムくず
金属くず 金属くず 金属くず 金属くず

ガラスくず、コンク
リートくず及び陶磁
器くず(*)

ガラスくず、コンク
リートくず及び陶磁
器くず(*)

ガラスくず、コンク
リートくず及び陶磁
器くず(*)

ガラスくず、コンク
リートくず及び陶磁
器くず(*)

鉱さい 鉱さい 鉱さい 鉱さい
がれき類(*) がれき類(*) がれき類(*) がれき類(*)
以上10種類 以上11種類 以上11種類 以上14種類

優良事業所認定 優良事業所認定 優良事業所認定 優良事業所認定 -
*は、石綿含有産業廃棄物を含む。

丸協産業㈱

　　（１）-　１　産業廃棄物収集運搬業（丸協産業㈱）
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許可事業者
許可自治体
許可番号
許可の年月日
許可の有効年月日

事業の範囲

尼崎市末広町1丁目3-12

(末広基地)

積替保管施設の面積 397.5ｍ2
保管上限量  796.5ｍ3  13.7ｍ3 1631.1ｍ3
取扱産業廃棄物 燃え殻 - 燃え殻

廃プラスチック(*) - 廃プラスチック(*)
紙くず - 紙くず
木くず - 木くず

繊維くず - 繊維くず
金属くず - 金属くず

ガラスくず、コンク
リートくず及び陶磁
器くず(*)

-
ガラスくず、コンクリートく
ず及び陶磁器くず(*)

鉱さい - 鉱さい
がれき類(*) - がれき類(*)

ばいじん - ばいじん
13号廃棄物 - 13号廃棄物

以上12種類
優良事業所認定
*は、石綿含有産業廃棄物を含む。

※ 尼崎市大高洲町4番地（尼崎基地）では、令和5年5月に汚泥（石綿含有産業廃棄物）の積替保管
   取扱いを開始した。

   ｺｽﾓｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ㈱末広基地の積替保管倉庫                  末広基地積替保管倉庫の内部

所在地

令和6年8月29日

収集運搬業（積替え保管を含む）

尼崎市大高洲町4番地

302.3ｍ
2

(尼崎基地)

　　（１）-　２　産業廃棄物収集運搬業（コスモエンタープライズ㈱）

ｺｽﾓｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ㈱
尼崎市

第7111-021446号
令和1年8月30日

以上12種類
-

汚泥 汚泥汚泥
(石綿含有産業廃棄物)
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　　（２）　汚染土壌処理業

許可自治体
許可番号

許可の年月日
許可の有効期限
事業場の名称
事業場の場所

処理施設の種類
処理能力

　　（３）　建設業

許可番号
許可の年月日

許可の有効期限
建設業の種類 　　土木工事業

　　大工工事業
　　とび・土木工事業
　　屋根工事業
　　タイル・れんが・ブロック工事業
　　鉄筋工事業
　　しゅんせつ工事業
　　ガラス工事業
　　防水工事業
　　熱絶縁工事業

　　解体工事業
　　建築工事業
　　左官工事業
　　石工工事業
　　管工事業
　　鋼構造物工事業
　　ほ装鉄筋工事業
　　板金工事業
　　塗装工事業
　　内装仕上工事業
　　造園工事業
　　水道施設工事業

　　建具工事業

　　兵庫県知事　 許可（特－4）  第200931号
　　令和4年12月10日
　　令和9年12月 9日

　　神戸市
　　第１２９０００１０００１号
　　令和2年　4月26日
　　令和7年　4月25日
　　丸協産業株式会社　東灘基地
　　神戸市東灘区深江浜町8番地
　　分別等処理施設
　　200㎥／時間　2000㎥／日（稼働時間　10時間）

処理する汚染土
壌の特定有害物

　　①カドミウム及びその化合物
　　②六価クロム化合物

　　⑧ほう素及びその化合物

以上8項目

処理できる汚染土壌の濃度については、上記項目の土壌
溶出量、土壌含有量共に濃度の上限なし

　　③シアン化合物
　　④セレン及びその化合物
　　⑤鉛及びその化合物
　　⑥砒素及びその化合物
　　⑦フッ素及びその化合物
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□事業登録内容

　　（１）　ストックヤード運営事業者（兵庫県土砂再利用事業協同組合）

 ストックヤードの登録番号
 ストックヤードの名称
 ストックヤードの所在地
 最大堆積量

 搬出（販売）土質区分
 ストックヤードの登録番号
 ストックヤードの名称
 ストックヤードの所在地
 最大堆積量

 搬出（販売）土質区分
 ストックヤードの登録番号
 ストックヤードの名称
 ストックヤードの所在地
 最大堆積量

 搬出（販売）土質区分

※ ストックヤード運営事業者登録は、丸協産業㈱が参加する兵庫県土砂再利用事業協同
   組合の名称で行っています。

登録官庁
登録番号

登録の年月日
許可の有効期限

1

 受入れ土質区分

 受入れ土質区分

3

 受入れ土質区分
　　第１種建設発生土、第２種建設発生土、
　　第３種建設発生土、第４種建設発生土
　　第１種建設発生土、第２種建設発生土

　　２０００㎥

2

　　尼崎市末広町一丁目大高洲町3番12ほか

　　神戸市東灘区深江浜町8番1

　　第１種建設発生土、第２種建設発生土、
　　第３種建設発生土、第４種建設発生土
　　第１種建設発生土、第２種建設発生土
　　第２８０００００３－２８０００３号
　　末広基地

　　２０００㎥

　　尼崎市大高洲町4番1ほか

　　第１種建設発生土、第２種建設発生土、

　　第１種建設発生土、第２種建設発生土
　　第２８０００００３－２８０００２号
　　東灘基地

　　２０００㎥

　　第３種建設発生土、第４種建設発生土

　　尼崎基地

　　国土交通省
　　第２８０００００３号
　　令和 ５ 年 7 月 3 日
　　令和 10年 7 月 2 日
　　第２８０００００３－２８０００１号
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　　　　　　　　・基地の取扱量1000ｔ当たりの基地の電力使用量（78.1kwh/1000t）

　　　　　　　　・全社のガソリン使用量（5,288L）

　　　　　　　　・全社の取扱量1000ｔ当たりの全社の軽油使用量（242L/1000t）

　　　　　　　　・基地の取扱量1000ｔ当たりの基地の上水道使用量（0.47㎥/1000t）

　　　　　　　　・売上100万円当たりの本社の複合機用紙使用量（31.3枚/100万円）

　　　　　　・元請工事における混合廃棄物の削減（責任部門：環境事務局）
　　　　　　　　・元請工事で排出する産業廃棄物量当たりの混合廃棄物量（0.45％）

　　（２）　環境に係る事業の推進

　　　　　　・産業廃棄物の取扱量の拡大（責任部門：環境事務局）
　　　　　　　　・産業廃棄物の取扱量（積替保管及び運搬の合計）（218,676t）

　　　　　　・汚染土壌の取扱量の拡大（責任部門：環境事務局）
　　　　　　　　・汚染土壌の取扱量（積替保管及び処理の合計）（209,671t）

　　　　　　・排出廃棄物のリサイクルの推進（責任部門：環境事務局）

　　　　　　　　・社内の情報伝達、データ保管のペーパーレス化推進

　　　　　　・環境負荷の少ない設備への転換（責任部門：環境事務局）
　　　　　　　　・環境負荷の少ない設備への転換

　　　　　　・事業展開に必要な人材の確保、育成（責任部門：環境事務局）
　　　　　　　　・環境関連事業の人材の育成と教育の実施

　　　　　　　　・処理委託業者の評価と処理状況の監視

　　　　　　・ペーパーレス化の推進（責任部門：環境事務局）

　　　　　　　　・古紙・瓶・缶・ペットボトルの回収

□2023年度の環境経営目標

　　（1）　環境への負荷に係る目標

　　　　　　・二酸化炭素排出量の削減（責任部門：環境事務局）
　　　　　　　　・二酸化炭素排出量（411,218kg-CO2）

　　　　　　・電力消費量の削減（責任部門：環境事務局）
　　　　　　　　・全社の電力使用量（52,110kwh）

　　　　　　・ガソリン使用量の削減（責任部門：環境事務局）

　　　　　　・軽油使用量の削減（責任部門：環境事務局）

　　　　　　・上水道使用量（責任部門：環境事務局）
　　　　　　　　・全社の上水道使用量（370㎥）

　　　　　　・紙の使用量の削減（責任部門：環境事務局）

□2023年度の環境経営における環境経営目標以外の監視項目
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単位 前年実績 削減率％ 数量 数量
kg-CO2 431,046 4.6 411,218 372,333 13.6 ％減 ◎

kg-CO2/100万円 187 - - 216 15.6 ％増 -
kg-CO2/1000t 719 - - 797 10.9 ％増 -

kwh 6,685 - - 7,244 8.4 ％増 -
kwh 35,213 - - 24,829 29.5 ％減 -
kwh 8,053 - - 8,181 1.6 ％増 -
kwh 2,685 - - 2,575 4.1 ％減 -
kwh 52,636 1 52,110 42,829 18.6 ％減 ◎
円 1,882,238 - - 1,778,298 5.5 ％減 -

kwh/1000ｔ 78.9 1 78.1 78.4 0.7 ％増 △

L 5,342 1 5,288 6,033 12.9 ％増 ×
円 922,378 - - 1,025,334 11.2 ％増 -

L/1000ｔ 8.9 - - 12.9 45.0 ％増 -

東灘基地 作業 L 26,417 - - 15,577 41.0 ％減 -
尼崎基地 作業 L 58,171 - - 49,004 15.8 ％減 -
末広基地 作業 L 19,509 - - 17,464 10.5 ％減 -

本社 運搬 L 48,896 - - 49,739 1.7 ％増 -
L 152,993 - - 131,784 13.9 ％減 -
円 20,488,153 - - 17,439,317 14.9 ％減 -

L/1000ｔ 255 5 242 282 10.6 ％増 ×

ｍ3 137 - - 147 7.3 ％増 -

ｍ3 176 - - 87 50.6 ％減 -

ｍ3 168 - - 59 64.9 ％減 -

ｍ3 47 - - 21 55.3 ％減 -

ｍ3 528 30 370 314 40.5 ％減 ◎
円 181,524 - - 138,871 23.5 ％減 -

ｍ3/1000ｔ 0.67 30 0.47 0.37 45.2 ％減 ◎

枚 75,915 - - 68,765 9.4 ％減 -
枚/100万円 32.9 5 31.3 39.9 21.2 ％増 ×
枚/1000ｔ 126.5 - - 147.1 16.3 ％増 -

産業廃棄物 ｔ 198,796 10％増 218,676 160,216 19.4 ％減 ×

全産廃量 元請工事 t 1,513 - - 531 64.9 ％減 -
混合産廃量 元請工事 t 7.3 - - 0.2 97.8 ％減 -
混合/全産廃 元請工事 ％ 0.48 6 0.45 0.03 93.7 ％減 ◎

汚染土壌 ｔ 207,595 1％増 209,671 128,807 38.0 ％減 ×

※1 「基地の取扱量」とは、各基地に受け入れた土砂（汚染土壌を含む）、砕石、産廃、有価物の合計量。
※２ 「全社の取扱量」とは、「基地の取扱量」＋「積替保管以外の産廃運搬量」の合計。
※３ 全社で化学物質（PRTR制度対象物質）の使用はない。
※４ 「目標の達成」において、◎は達成、×は未達成、△は未達成であるが削減率が目標の削減率に対して10％以内に収まっている場合。

産業廃棄物
排出量

2022年度から新たに環境経営目標とした項目であるが、元請工事における分別の
徹底がなされたことで排出された混合産廃量は0.16ｔ、その排出産廃量に占める割
合は0.03％で目標を達成した。

全社の取扱量に対し

紙使用量

軽油

電力使用量

二酸化炭素
排出量

上水道

ガソリン

（2022年10月～2023年9月）

全社
軽油費用

全社
末広基地

全社の電力使用量は前年度比18.6％減となり、目標を達成した。全社の電力使用
量42,829kwhは、2011年度に基地を含めた集計に集計方法を変更して以降、最も
少なくなった（2011年度は、本社と東灘基地の合計）。電力使用量減少の主な要因
は東灘基地であり、集計を始めて以降、最も少なくなった。このため、基地の電力
使用量は22.6％減少したが、基地の取扱量も減少したために基地の取扱量あたり
の電力使用量は0.7％増となり、目標を達成することができなかった。なお、電力料
金の値上げの影響で購入電力費用の増加が心配されたが、電力使用量の減少が
大きかったため5.5％の減少となった。

本社

全社
購入電力費用

基地合計/基地の取扱量

東灘基地
尼崎基地
末広基地

営業車 対象とする営業車が1台増加したため、ガソリン使用量は前年度比12.9％増で目標
を達成することができなかった。なお、ガソリンの購入費用は11.2％増と、購入量の
増加割合をわずかに下回った。

ガソリン費用

汚染土壌の取扱い量

全社の取扱量に対し

全社の軽油使用量は前年度比13.9％減少したが、全社の取扱量が22％減少した
ため全社の取扱量当たりの軽油使用量は10.6％増加し、目標を達成することがで
きなかった。軽油の使用量は、運搬での使用量が1.7％増であったが、東灘基地で
41.0％減、尼崎基地で15.8％減、末広基地で10.5％減と、各基地で減少している。
軽油に係る費用は、使用量の減少とほぼ同じ14.9％減であった。なお、軽油費用を
軽油使用量で割った値は、この3年間で115円→134円→132円のように推移してい
る。

前年度比38.0％減で目標を大幅に下回った。

2023年度の環境経営目標の達成状況及び評価

二酸化炭素排出量の約90％を軽油が占めており、軽油使用量の増減がほぼ二酸
化炭素排出量に反映される。軽油使用量が前年度比13.9％減少したため、二酸化
炭素排出量は13.6％減となり、目標を達成した。ただし、売上に対する排出量、取
扱量に対する排出量は増加している。

対前年増減率
目標

売り上げに対し
全社の取扱量に対し

全体

評価実績 目標の
達成

前年度は、年度初めに尼崎基地での漏水、年度の終わりに東灘基地でダンプの荷
台の洗浄に上水を使用する事案があったため水道使用量が大幅に多くなったが、
今年度は、これらの管理を徹底したことから全社の水道使用量は前年度比40.5％
減少し、水道使用量の目標を達成した。全社の水道使用量314Lは、2012年度に本
社及び東灘基地、尼崎基地を合計した水道使用量の集計を行うようになって以降、
最少の使用量となった。また、基地の取扱量当たりの基地の水道使用量も前年度
比45.2%と減となり、目標を達成した。なお、上下水道の費用も23.5％減少している。

産廃の取扱い量 前年度比19.4％減で目標を達成できなかった。

紙使用量が総枚数で9.4％減少したが、売上あたりの紙使用量は前年度比21.2％
増で目標を達成することができなかった。なお、紙使用量68,765枚は、紙使用量に
係る目標を設定した2016年以降、2番目に少ない使用量である。

売り上げに対し
全社の取扱量に対し

上下水道費用
基地合計/基地の取扱量

本社
東灘基地
尼崎基地
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□３年間の環境経営目標の実績の推移

単位 2021年度 2022年度 2023年度
2023年度

目標
全社 kg-CO2 334,201 431,046 372,333 411,218

本社 6,627 6,685 7,244 -
東灘基地 32,169 35,213 24,829 -
尼崎基地 7,513 8,053 8,181 -
末広基地 3,114 2,685 2,575 -

合計 49,423 52,636 42,829 52,110
基地/1000t 90.9 78.9 78.4 78.1

本社 137 137 147 -
東灘基地 111 176 87 -
尼崎基地 188 168 59 -
末広基地 9 47 21 -

合計 445 528 314 370
基地/1000t 0.65 0.67 0.37 0.47

東灘基地 120 120 120 -
尼崎基地 48 48 48 -

合計 168 168 168 -

下水道 377 480 375 -
公共水域 236 216 107 -

合計 613 696 482 -

全社 ｔ 9,197 5,544 2,723 -

全社 Ｌ 116,204 152,993 131,784 -
全社/1000t 229 255 282 242

ガソリン 営業車 全社 Ｌ 5,518 5,342 6,033 5,288

本社 枚 67,880 75,915 68,765 -
本社/100万円 50.4 32.9 39.9 31.3

１．電力の二酸化炭素排出係数（調整後）は、2021年度は東灘基地が0.470㎏-CO2/kwh（新エネル
　　ギー開発）、その他は0.351㎏-CO2/kwh（関西電力）、2022年度は東灘基地が0.470㎏-CO2/kwh
　　（新エネルギー開発）、その他は0.351㎏-CO2/kwh（関西電力）、2023年度は東灘基地が0.473㎏-
　　CO2/kwh（新エネルギー開発）、その他は0.311㎏-CO2/kwh（関西電力）を使用。
２．「基地/1000t」は基地の取扱量1000t当たりの使用量。
３．「全社/1000t」は全社の取扱量1000t当たりの使用量。
４．「本社/100万円」は売上100万円当たりの本社での使用量。
５．「産業廃棄物取扱量」は、基地での積替保管又は収集運搬の委託を受けた産業廃棄物量の合計。
６．「汚染土壌取扱量」は、基地での積替保管又は東灘基地での処理委託を受けた汚染土壌の合計量。
７．「基地の取扱量」とは、各基地に受け入れた土砂（汚染土壌を含む）、砕石、産廃、有価物の合計量。
８．「全社の取扱量」とは、「基地の取扱量」＋「積替保管以外の産廃運搬量」の合計。

0.03 0.45
元請工事で排出される産業
廃棄物中の混合廃棄物

全社 ％ 1.04 0.48

209,671

-全社の取扱量 全社 ｔ 507,317 599,891 467,407

-

汚染土壌取扱量

582,098

ｔ 141,633 207,596

470,986

160,216 218,676全社 ｔ 246,907 198,796

基地の取扱量 全基地 ｔ

総排水量 ㎥

産業廃棄物排出量

重機燃料 軽油

紙使用量 複合機

産業廃棄物取扱量

全基地 128,807

453,821

二酸化炭素排出量

電力使用量 kWh

上水道使用量 ㎥

雨水利用 ㎥
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①排出廃棄物のリサイクルの推進

・環境負荷の少ない設備への

・環境関連事業の人材の育成と

取り組み項目 実績 評価

取り組み項目 実績 評価

良好な状態を継続している。古紙、ビン・缶・ペットボトルの
回収は、ほぼ１００％。

古紙・ﾋﾞﾝ・缶・ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙの回収

取り組み項目 実績 評価

元請工事における廃棄物の再
資源化の状況は良好である。
また、がれき類、木くずについ
ては、100％再生を行う処理業
者に委託している。

ほぼ良好な状況と思えるが、処
理業者の現地確認は、ほとんど
できていない。
優良認定業者への委託は、排出
場所の問題もあり、十分に行うこ
とができていない。

処理委託業者の評価と処理状
況の監視

取り組み項目 実績 評価

社内の情報伝達、データ保管
のペーパーレス化推進

（2022年10月～2023年9月）
2023年度の監視項目の実績と評価

④事業展開に必要な人材の確保、育成

ダンプ運転手・オペレーター・新
入社員に対して産業廃棄物・汚
染土壌の適正処理について
OJTを行った。

従業員の廃棄物等の適正処理に
関する理解を深めることができ
た。新入社員の退職があったこと
から、採用活動・教育体制を見直
し、環境関連知識の継承ができ
るように努めていく。

　教育の実施

③環境負荷の少ない設備への転換

3基地に防犯カメラを設置し、本
社でのモニター監視を行うこと
により基地の巡回による車の
使用を減らした。ICT油圧ショベ
ルを導入して作業人員を減ら
し、掘削工事での深堀りを防止
して省力化・効率化を行った。

基地への防犯カメラの設置やICT
油圧ショベルの導入等の新たな
試みを行い一定の成果をあげ
た。引き続き、業務・工事につい
て積極的に省力化・効率化を検
討・実施を図っていく。

　転換

②ペーパーレス化の推進

社内メールの活用やスマートホ
ンの利用でペーパーレス化が
定着してきたことにより、2月以
降、紙使用量が減少し、前年度
比1割減となった。
紙による回覧も、以前から比べ
ると少なくなっている。

意識改革が浸透し、ペーパーレ
ス化はかなり進展した。
ただ、利用可能な設備の機能を
十分に生かし切れていないことも
多々あるため、今後もペーパーレ
ス化を強力に推し進める必要が
ある。
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□その他の社会活動
・地域奉仕活動の実施
　今年度は、地域奉仕活動として2022年11月2日に兵庫県建設業協会尼崎支部主催の武庫川河川
　敷の清掃活動に参加した。
　昨年度に続き「こども食堂」への食品の提供を行った。

□違反・訴訟・外部の要望等の記録
・２０２２年１０月１日～２０２３年９月３０日において、環境関連の違反・訴訟はなかった。
　また、過去３年間において違反・訴訟等は１度もなく、本社及び各サイト周辺の住民・企業からの
　苦情・要望等はなかった。

主な法規制等
（今年度より新たに「ストックヤード運営事業者登録規程」の適用を受けることになった）

順守評価

〇

廃棄物処理法 収集運搬業の許可証
排出事業者、収集運搬業者、処理業者との契約、許可証
マニフェストの交付、保管
マニフェストの交付状況等報告書の提出
産業廃棄物処理計画書の提出

〇

水質汚濁防止法 汚染土壌処理施設の排水の水質調査

フロン排出抑制法

石綿障害予防規則等の 建築物の解体等における石綿の事前調査結果の報告
石綿関係の法令 石綿除去作業時の建設工事計画届

吹付け石綿の建築物等解体等作業時の建築物解体作業届
特定粉じん排出作業等実施届・掲示
特定工作物解体等工事実施届

ストックヤード運営事業者 管理状況年報の報告
登録規程 受領書の交付

受領書の受領
土砂の搬入及び搬出の管理等の記録

〇

分別解体などの計画書
再資源化等完了報告書

使用する作業、その他
建設リサイクル法 工事現場での再資源化

土壌汚染対策法 土壌汚染の調査による汚染の確認

適用法規制 適用要求事項
騒音規制法
振動規制法

指定地域内で建設工事として作業のうち、発生する著しい
騒音・振動に適用する（指定作業の届出）
バックホー、トラクターシャベル、ブルトーザ、削岩機を

〇

〇

〇

汚染土壌管理票の交付、保管

〇

事業用エアコン及び建設機械（いずれも7.5ｋｗ未満）の簡易
点検（1回/3か月以上） 〇
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□2023年度の実績に基づく見直し

　　2022年度は、大型案件の受注等で取扱量、売上とも大幅な伸びとなったが、2023年度は、
　　「基地の取扱量」で前年度比約22％減、「全社の取扱量（「基地の取扱量」＋「運搬量」）」で
　約22％減となり、売上も約29％減となった。これに伴い重機の稼働が減少したことから軽油の
　使用量が前年度比で13.9％減少し、CO2排出量の大幅な減少（13.6％減）に繋がった。
　　ただ、「全社の取扱量」当たりのCO2排出量が過去6年間で最も高くなっており、作業方法の
　改善によって、さらにCO2排出量を削減する余地があるように思われる（過去6年間の「全社の
　取扱量」当たりのCO2排出量は、769→659→734→659→719→797(単位はkg-CO2/1000t)）。
　　環境経営目標については、「環境の負荷に係る目標」で目標を達成した項目が多かった半面、
　「環境に係る事業の推進」として設定したる2つの目標がいずれも未達成となった。外部要因に
　起因する問題で、産業廃棄物と汚染土壌については、取扱量の見通しが不透明な状況が続く
　ことが予想され、環境経営目標として継続することを見直す必要があるように思われる。また、
　現状の分析から、目標としての意味が少ないと思われる項目についても見直しが必要である。
　　以下に2023年度の各環境経営目標、監視項目の実績に基づく見直しを示す。

○二酸化炭素排出量目標：達成（前年度比13.6％減）
　　当社のCO2排出量の90％は軽油に起因しており、業務量の増減による軽油消費量の変動に
　連動してCO2排出量が増減するという構造的な問題がある。
　　2023年度は、軽油使用量が前年度比13.9％減少したためにCO2排出量が13.6％減少したが、
　2016年度以降では、前年度を除き最も多い排出量となった。2023年度のCO2排出量の排出場所
　別の割合は、尼崎基地35％、運搬34％、東灘基地14％、末広基地12％、本社5％で、尼崎基地
　と運搬で7割を占めることから、この2つについて重点的に削減を検討する必要がある。

○全社電力使用量目標：達成（前年度比18.6％減）
○基地の取扱量当たりの基地の電力使用量目標：未達成（前年度比0.7％増）
　　全社の電力使用量は、2011年度に基地を含めた集計に集計方法変更して以降で最少となった。
　　電力使用量減少の主な要因は東灘基地で、前年度比29.5％減少し、全社の全電力使用量に
　占める割合も、2013年度～2022年度の10年間の平均70％（最大80％、最低64％）から58％に
　減少した。
　　基地の取扱量に対する電力使用量は前年度比0.7％増で前年度とほぼ同じであった。前年度
　の見直しで、力点をおくとしていた「取扱量当たりの電力使用量の削減」の達成までには至らず、
　ほぼ横ばいであったことから、引き続き、電力使用の効率化を進める必要がある。
　　なお、東灘基地で電力を購入している新エネルギー開発の電力料金値上げの影響が心配
　されたが、平均単価は、2021年度26.2円/kwh、2022年度30.9円/kwh、2023年度43.1円/kwhと
　上昇したものの、電力使用量の減少が大きかったため全社の購入電力費用は5.5％減となった。

○ガソリン使用量目標：未達成（前年度比12.9％増）
　　ガソリン使用量の増加は、対象となる営業車が1台増加したことによるものである。
　　増加した1台が使用したガソリン使用量を全使用量から差し引くと5092Lで、目標値の5288Lを
　下回る。従って、目標は未達成であったが、各車両での使用量削減への対応に問題はなかった
　と考えられる。
　　なお、ガソリン購入費用が増加しているが、購入費用をガソリン使用量で割った値（単価）は、
　2021年度145円、2022年度173円、2023年度170円で前年度からの単価の増加はなかった。

○全社の取扱量当たりの軽油使用量目標：未達成（前年度比10.6％増）
　　全社の軽油使用量は前年度比13.9%減少したが、全社の取扱量が22％減少したため、全社の
　取扱量当たりの軽油使用量は10.6％増加した。
　　軽油使用量は、運搬での使用量が1.7％増であったが、東灘基地で41.0％減、尼崎基地で15.8
　％減、末広基地で10.5％減と、3基地すべてで使用量が減少した。
　　2016年度以降の「全社の取扱量当たりの軽油使用量取扱量（単位L/1000t）」の推移をみると、
　2016年度376、2017年度317、2018年度220、2019年度227、2020年度256、2021年度229、2022
　年度255、2023年度282であり、過去には220台の値であったことから、重機やダンプの運転方法
　の改善によって、軽油使用量をさらに抑制できる可能性がある。特に、2023年度の軽油使用量
　の使用場所別の割合は、運搬が38％、尼崎基地が37％、末広基地が13％、東灘基地が12％で、
　運搬と尼崎基地で75％を占めることから、この2つについて重点的に削減を検討することが有効
　と思われる。
　　なお、この3年間の軽油単価の推移は115円→134円→132円で、前年からの上昇はなかった。
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○全社の上水道使用量目標：達成（前年度比40.5％減）
○基地の取扱量当たりの基地の上水道使用量目標：達成（前年度比45.2％減）
　　前年度は、年度初めに漏水事故、年度終わりにダンプの荷台の洗浄に上水を使用する事案
　があったため水道使用量が大幅に増加したが、これらの管理を徹底したことから、全社の水道
　使用量は前年度比40.5％減となった。
　　全社の水道使用量314Lは、2012年度に本社及び東灘基地、尼崎基地を合計した水道使用量
　の集計を行うようになって以降、最少の使用量であり、基地の合計水道使用量167Lも過去最少
　となった。本社の水道使用量が全体の47％、3つの基地の合計の水道使用量が全体の53％に
　になっており、過去には7割以上を占めていた3基地の水道使用量の割合が年々低下している。
　このことから、基地についての水道使用量の目標を廃止し、環境経営目標を全社の水道使用量
　のみとすることが妥当のように思われる。

○売上100万円当たりの本社の複合機用用紙使用量目標：未達成（前年度比21.2％増）
　　用紙使用量の総枚数は前年度比9.4％の減少となったが、売上も減少したことで、目標とした
　売上あたりの紙使用量は増加した。ただし、社内の情報伝達、データ保管のペーパーレス化が
　進展したことにより、紙使用量自体は、目標を設定した2016年以降、2番目に少ない枚数となった。
　　ペーパーレス化には、まだ改善の余地が多く、さらに紙の使用量を削減することは可能である。

○元請工事での排出産廃中の混合廃棄物の割合の削減目標：達成（前年度比93.7％減）
　　元請工事における分別の徹底がなされたことで排出された混合産廃量0.16ｔ、排出産廃量に
　占める割合は0.03％と低い値となった。すでに十分に低い割合となっているが、混合廃棄物量は
　工事の内容によって変わるため、この割合を維持できるように事例を積み重ねることを目指す。

○産業廃棄物の取扱量（積替保管及び運搬の合計量）目標：未達成（前年度比19.4％減）
　　過去5年間の取扱量は、2018年度166,161t、2019年度213,291t、2020年度183,724t、2021年度
　246,907t、2022年度198,796tで、2023年度は、前年度比19.4％減の160,216tであった。
　　処分場側の問題で、処分場へ円滑な搬入ができない等の事案が発生しており、今後の見通し
　が不透明な状況であることから、2024年度は環境経営目標から除外することが適当と思われる。

○汚染土壌の取扱量（積替保管及び処理の合計量）目標：未達成（前年度比38.0％減）
　　過去5年間の取扱量は、2018年度134,901t、2019年度153,721t、2020年度162,261t、2021年度
　141,633t、2022年度207,596tで、2023年度は、前年度比38.0％減の128,807tであった。
　　取引先企業の経営環境の悪化による積替保管の減少、処理後の汚染土壌の処分先の問題が
　発生しており、今後の見通しが不透明な状況であることから2024年度は環境経営目標から除外
　することが適当と思われる。

○古紙・瓶・缶・ペットボトルの回収（監視項目）
○処理委託業者の評価と処理状況の監視（監視項目）
　　古紙・瓶・缶・ペットボトルの回収については、現段階でほぼ100％であり、特に問題は生じて
　いない。
　　産業廃棄物については、混合廃棄物の3Rに課題を残しており、3Rを安定的に行うことができる
　ように、業者の選定と処理状況の監視を行っていく必要がある。
　　なお、2023年度に休止していた尼崎基地の堆積ゴミ処理を2024年度に再開の予定であるが、
　分別を行って再資源化することが難しく、混合廃棄物はほとんど埋立処分となる見込みである。

○社内の情報伝達、データ保管のペーパーレス化推進（監視項目）
　　社内メールの活用やスマートフォンの利用についての意識改革でペーパーレス化が定着して
　きたが、利用可能な設備の機能をまだ十分に生かしきれていない。
　　今後も、ペーパーレス化に繋がる機能の普及を社内で進める。

○環境負荷の少ない設備への転換（監視項目）
　　各部門の意見を聴収し、設備の候補をリストアップする。

○環境に係る事業についての教育の実施（監視項目）
　　知識、ノウハウの文書化を行い、教育用教材の作成を進める。
　　新入社員の退職があったため、採用活動、教育体制を見直し、人材の定着を図る。
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　　　　　　　　・基地の取扱量1000ｔ当たりの基地の電力使用量（77.6kwh/1000t）

　　　　　　　　・全社のガソリン使用量（5,731L）

　　　　　　　　・全社の取扱量1000ｔ当たりの全社の軽油使用量（268L/1000t）

　　　　　　　　・売上100万円当たりの本社の複合機用紙使用量（37.9枚/100万円）

　　　　　　・元請工事における混合廃棄物の削減（責任部門：環境事務局）
　　　　　　　　・元請工事で排出する産業廃棄物量当たりの混合廃棄物量（0.024％）

　　　　　　・排出廃棄物のリサイクルの推進（責任部門：環境事務局）

　　　　　　　　・社内の情報伝達、データ保管のペーパーレス化推進

　　　　　　・環境負荷の少ない設備への転換（責任部門：環境事務局）
　　　　　　　　・環境負荷の少ない設備への転換

　　　　　　・事業展開に必要な人材の確保、育成（責任部門：環境事務局）
　　　　　　　　・環境関連事業の人材の育成と教育の実施

　　　　　　　　・全社の電力使用量（42,401kwh）

□2024年度の環境経営目標

　　（1）　省エネルギーに係る目標

　　　　　　・二酸化炭素排出量の削減（責任部門：環境事務局）
　　　　　　　　・二酸化炭素排出量（368,609kg-CO2）

　　　　　　・電力使用量の削減（責任部門：環境事務局）

　　　　　　　　・古紙・瓶・缶・ペットボトルの回収
　　　　　　　　・処理委託業者の評価と処理状況の監視

　　　　　　・ペーパーレス化の推進（責任部門：環境事務局）

　　　　　　・ガソリン使用量の削減（責任部門：環境事務局）

　　　　　　・軽油使用量の削減（責任部門：環境事務局）

　　　　　　・上水道使用量（責任部門：環境事務局）
　　　　　　　　・全社の上水道使用量（311㎥）

　　　　　　・紙の使用量の削減（責任部門：環境事務局）

□2024年度の環境経営における環境経営目標以外の監視項目

　　（2）　省資源に係る目標

　　（3）　廃棄物リサイクルに係る目標
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環境方針 基準値
(ｷｰﾜｰﾄﾞ) (2023年)

目標 △1%（368,609kg-CO2）
軽油の使用量削減
効率的な行動・運転
実績の公表

全社△1% （42,401kwh)
基地 △1% （77.6kwh/1000t)

エアコンの温度設定
 パソコン等の節電・不要時の消灯
東灘基地使用量の分析　
実績の公表

目標 ｶﾞｿﾘﾝ△5%(5,731L)

エコドライブ運動展開
効率的な行動・運転
公共交通利用の促進
実績の公表

目標 軽油 △5% （268L/1000t)

エコドライブ運動展開
効率的な行動・運転
尼崎基地と運搬での使用量の分析
実績の公表

目標 全社△1% （311ｍ3)

雨水の活用    
漏水の監視
実績の公表

目標 紙△5%(37.9枚/100万円)
　
ペーパーレス化の推進　　
PDF印刷・保存の活用
実績の公表

目標 混合廃棄物の割合△20%(0.024％)
　
分別の徹底　　
実績の公表

責任部門

元請工事における
混合廃棄物の削減

環境事務局

元請工事にお
ける排出産廃
中の混合廃棄
物の割合
0.030％

達
成
手
段

廃
棄
物

リ
サ
イ
ク
ル

（参考）2024年度の環境経営目標値の設定根拠及び達成手段

2024年度の目標値・達成手段

達
成
手
段

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

本社 複写等複
合機使用用紙
売上100万円あ
たり　39.9枚

達
成
手
段

省
資
源

紙使用量の削減 環境事務局

ガソリン使用量の
削減

環境事務局
ガソリン
6,033L

全社
314ｍ3

全社
42,829kwh

環境目標項目

CO2排出量の削減

上水道使用量
の削減

環境事務局
達
成
手
段

達
成
手
段

電力使用量の削減 環境事務局

目標

達
成
手
段

基地
基地の取扱量
1000ｔあたり
78.4kwh

達
成
手
段

軽油使用量の削減 環境事務局

軽油燃料
全社の取扱量
1000ｔあたり
282L

環境事務局 372,333kg-CO2
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様式：12-01 

 

代 表 者によ る全 体 の評価 と見 直 し・指 示記 録  

（適切性、妥当性、有効性の確認）                                          令和５年 11 月 15 日 

見直しに必要な情報 変更の必要性の有無・指示事項 

（環境管理責任者の報告） （環境管理責任者のコメント・提案） 代表取締役 社長 小林和彦  

[取組状況の評価結果] 

・ 法的要求事項の順守状況 

・ 是正及び予防処置の状況 

・ 前回までの指摘事項の改善他 

関連関係法規への違反､訴訟はありませ

ん。 

[環境経営方針] 

2022年1月12日に環境方針を変更し、

SDGs との関係を明確にしました。環境経

営によって持続可能な開発目標追求し、

社会に貢献することを示しました。 

[環境経営方針] 

現在の方針を継続いたします。 

変更の必要性：    無 

[環境経営目標・環境経営計画] 

 2024 年度の「環境経営目標」及び「環境経営計画」を承認します。 

各環境要素に対する費用の上昇は、重要な経営課題です。費用の

削減が適切に行えるように、データを整理・分析して提示するよう

にしてください。 

省エネ機械等の設備の整備、更新は、機会をとらえて実施します。

適切な整備、更新ができるように適宜、情報収集と検討を行ってく

ださい。 

必要なペーパーレス化を進めるために有効な設備の機能の普及に

努めてください。また、データの管理の改善を行ってください。 

人材の育成は急務です。採用活動、教育体制の見直しを進めてく

ださい。また、知識、ノウハウの文書化を進めてください。 

[環境経営目標] 

・「環境に係る事業の推進」として設定

している目標は、産業廃棄物や汚染土

壌の取扱量拡大の見通しを不透明に

する外部要因が発生しているため、一

旦、目標から外すべきと考えます。 

・「基地の取扱量あたりの基地の上水道

使用量」も設定の意義が薄れているた

め、廃止すべきと考えます。 

・他の環境経営目標は、2024 年度も継続

すべきと考えます。 

・目標値を定めない「監視項目」につい

ても、2024 年度に継続すべきと考えま

す。 

[目標の達成度] 

2023 年度は、二酸化炭素排出の主因で

ある軽油使用量が減少したことから、二

酸化炭素の排出量が目標達成となりま

した。また、電力消費量、水道使用量、

元請工事での排出混合廃棄物の割合に

ついても削減が進み、目標達成となりま

したが、「環境に係る事業の推進」とし

て設定した目標が未達成である等、約半

分の目標が未達成となりました。詳細

は、「環境レポート」及び「環境経営計

画の実施状況」に示します。 

変更の必要性：    無 

[経営システムの各要素] 

 環境経営方針の徹底及び環境経営目標の達成が当社の増収、増益

につながるような方向での検討を行ってください。 

 残土の再利用の拡大を推進したいと思います。関連情報の収集を

進めてください。 

[周囲の変化状況] 

産業廃棄物や汚染土壌の取扱量の拡

大の阻害となる外部要因が発生し、見通

しが不透明な状況になっています。 

一方、新たにストックヤード運営事業

者登録を行ったことで、残土の再生利用

が進むのではないかと期待されます。 

[システムの各要素] 

・不適合は今年度もありませんでした

が、各要素において常時見直しを行う

ことが必要と考えます｡ 

・残土について関連情報の収集を行い、

残土の再利用の推進に役立てたいと

考えます。 

変更の必要性：    無 

[実施体制] 

 現在の実施体制を継続してください。 

変更の必要性：    無 

保管：環境事務局 
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適切性：変化している周囲の状況等を勘案してＥＭＳが適切か 
妥当性：EA21 ガイドラインの要求事項を満たす上で妥当であるか 
有効性：パフォーマンスの継続的改善及び順法性の確保等に有効か 


